
水産政策審議会第３７回漁港漁場整備分科会会議次第

日 時：平成２８年１１月１日（火）午後１時～３時

場 所：農林水産省 本館４階 第２特別会議室

（東京都千代田区霞が関１－２－１）

１ 開 会

２ 水産庁漁港漁場整備部長挨拶

３ 議 事

（審議事項）

①新たな漁港漁場整備長期計画の構成等について

②漁港漁場整備基本方針の変更の視点について

（諮問事項）

諮問第２７０号 漁港施設としてみなされる施設の指定について

（そ の 他）

４ 閉 会
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資料１

水産政策審議会漁港漁場整備分科会における論点スケジュール



水産政策審議会漁港漁場整備分科会における論点スケジュール水産政策審議会漁港漁場整備分科会における論点スケジュール

漁港漁場整備長期計画 漁港漁場整備
基本方針重点課題 目標 施策 事業量

第１回
（H28.7.22）
（諮問）

第２回
（H28.11.1）
（構成案）

◎

重点課題（４本
柱でよいか）の

確認

○

目標のキー
ワード・分野な
ど定性的に方
向性を議論

◎

不足がないか
頭出し ―

○
変更点の
頭出し

第３回
（H29.1予定）
（骨子（案））

◎
指標設定の
具体を議論

○

具体の内容を
議論

○

定性的に方向
性を議論

◎

変更点の具体
について議論
（技術開発戦略、
性能設計など）

第４回
（H29.2予定）

（原案）

◎
数値入りの

確認

○

具体の内容を
確認

◎
数値入りの

確認

○
変更内容の
具体の確認

第５回
（H29.3予定）

（答申）

諮 問（水産業をとりまく環境、漁港漁場整備の課題と今後の方向性）

答 申

資料１



資料２

第３６回漁港漁場整備分科会での委員からの主な意見とその対応



№ 分野 委員 意見 対応

1 中田分科会長
現行長期計画の３つの重点課題について、しっかりと総括し、次
期長期計画に反映させてほしい。

　新たな長期計画の重点課題の設定にあたって、現行長期計画を見
直すポイントを整理。

2 橋本委員
現行計画の進捗については確実にフォローの上、次期長期計画に
つないでいくことが重要。

　現行長期計画の成果目標の今後の推移の予測も踏まえ、次期長期
計画の成果目標、事業量の検討を進めていく。

3 片石委員
漁業地域の活性化は、５年間ではなくもっと長期的な視点が必
要。

　新たな長期計画の成果目標の設定期間を、５年間にとらわれず、
長期的な視点での検討も進める。

4 嘉山委員

水産物の輸出の関連からいえば、一つのコンテナにまとめられる
など、ロットの確保が必須であるので、特定第３種漁港などの大
きな漁港については、更なる陸揚げや集出荷機能の集約を進める
ことが必要。

　輸出促進に資する施策の中で検討を進める。

5 栁内委員

まき網船は、安全性や居住性、漁業活動の効率性の観点から、減
船と同時に大型化の一途をたどっている。他方で、漁港整備につ
いては、岸壁の増深が漁船の大型化のスピードに追いついていな
い。今後、流通との一体整備にととまらず、漁船の大型化との一
体整備が必要。

　競争力強化等に資する施策の中で検討を進める。

6 川崎委員

北海道の道東では、機能の集約された都市型の大規模漁港の整備
が進む一方で、漁村が寂れてしまっている。単に、集約化するの
ではなく、各浜で陸揚げし、陸送する形態など、地域の実態に則
した漁港整備が重要ではないか。

　競争力強化等に資する施策の中で検討を進める。

7 中田分科会長
海域の生産力の向上については、単なる短期的な対策に留まらず
豊かな生態系の創出など中期的な視点で検討を加えてもらいた
い。

　新たな長期計画の重点課題の設定にあたって、豊かな生態系の創
造を位置づけ。

8 嘉山委員
海域の生産力の向上については、水産生物の生活史だけでなく、
環境変動等を加味し、資源変動を予測できるよう、研究を進めて
もらいたい。

　別途研究が進んでいる環境変動等を加味した資源変動予想を踏ま
えつつ、今後の漁場整備のあり方について、検討を進める。

9 橋本委員
漁港漁場整備法の目的に、豊かな漁村というキーワードが出てく
る。漁港・漁場の整備に留まらず、そこで暮らす人々の生活が向
上する視点も含めて検討をしてもらいたい。

　漁村の活性化に資する施策を重点課題に位置付けた上で、漁村の
活性化に資する施策の中で検討を進める。

10 片石委員
漁業地域内で産業を立ち上げ、新たな雇用の創出を目指すととも
に、地元での消費増大や観光客への物販など流通・販売も、重要
な視点。

　漁村の活性化に資する施策の中で検討を進める。

11 強靭化 栁内委員

東日本大震災による復興に当たって、防潮堤整備等の防災対策と
親水との両立が難しい課題。住民がどのような防災対策を求めて
いるのか、漁業者や地域住民としっかり話し合う場を設けること
が重要。

　地震・津波対策では「複数の対策案を提示した上で、住民合意を
図ること」を基本的な考え方として既に通知しており、今後もこの
考え方に基づいて防災対策を進める。

漁村活性化

生産力向上

競争力強化

総論

水産政策審議会第36回漁港漁場整備分科会での委員からの主な意見とその対応

資料２



新たな漁港漁場整備長期計画の
構成案について

資料３－１

平成２８年１１月



○ 漁港漁場整備には、多大な投資と期間が必要であり、長期的な視野に立って計画的に推進するこ
とが必要。

○ 一定期間内に達成すべき実施の目標と事業量を国民に提示することにより、効率性・透明性・客
観性を確保。

このことを踏まえ、

○ 次期長期計画において、期間中に求められる重点課題を再整理。
○ 事業を効果的に推進する観点から、重点課題に沿って実施の目標及び事業量を定め、長期的な視
点に立って、戦略的に事業を推進。

○ 現漁港漁場整備長期計画（Ｈ２４～２８）は、東日本大震災を経験として、地震・津波対策等の
災害に強く安全な地域づくりや、水産物の衛生管理対策の強化等による力強い産地づくり等を主要課
題として策定。

○ その後、世界的な水産物需要の増加やＴＰＰ協定への署名などの国際情勢、地球温暖化に伴う気
候変動、自然災害の激甚化、本格的な人口減少社会の到来など水産業を取り巻く環境が大きく変化。

長期計画の意義

長期計画を見直す必要性

新たな漁港漁場整備長期計画の策定の必要性

１



１．基本的考え方

①世界的な水産物需要の増加やＴＰＰ協定への署名などの国際情勢、地球温暖化に伴う気候

変動、自然災害の激甚化、本格的な人口減少社会の到来などに的確に対応するため、重点的

に取り組む課題を明確化

②水産基本計画との密接な連携のもと、輸出促進や国土強靱化、まち・ひと・しごとの創生など

新たな政府課題への対応と歩調をあわせ、漁港漁場整備を着実に推進

③課題解決に向けた施策の効率性、実効性の確保

２．実施の目標及び事業量
（１）実施の目標

① 水産業の競争力強化と輸出促進

・更なる品質や付加価値の向上、生産の効率化やコスト縮減、産地の価格形成能力の向上に資す

る漁港の生産・流通機能を強化【競争力強化】

・輸出先国のニーズに対応した生産・流通体制の確保【輸出促進】

② 豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

・豊かな生態系の創造による海域全体の生産力の底上げを目指し、水産生物の生活史に配慮した

広域的な水産環境の整備を展開【海域の生産力向上】

・漁場環境の変化に対応した順応的な漁場整備を推進【漁場環境変化への対応】

新たな漁港漁場整備長期計画の構成（案）について

２



③ 大規模自然災害に備えた対応力強化

・東日本大震災被災地の復旧・復興対策の総仕上げ【東日本大震災からの復旧・復興】

・災害時の人命財産の防護と救援活動、物資輸送等の拠点整備の推進【防災・減災】

・被災後の地域水産業早期再開のための拠点整備の推進【防災・減災】

④ 漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出
・漁業所得の向上を通じた地域水産業の活性化【漁村活性化】
・滞在型漁村の確立・形成や国内外への漁村の魅力の発信を通じ、都市住民や外国人観光客等
の漁村への訪問を推進【漁村活性化】

・女性・高齢者を含む漁村における水産業従事者にとって、住みやすく働きやすい漁村づくり

の推進【生活・就労環境改善】

・漁業活動に必要な水産基盤施設の長寿命化対策による計画的な漁港機能の維持・保全

【長寿命化対策】

（２）事業量

水産基盤整備事業の事業量については、成果目標を設定し、目標を達成するために必要な今後５
年間の事業量を検討

３．留意事項

事業の効率的かつ効果的な実施のため、施策連携の強化や国と地方の役割に応じた取組の推進な
どの留意点 ３



新たな漁港漁場整備長期計画の
構成案（重点課題とその対応）について

資料３－２

平成２８年１１月





（参考）新たな漁港漁場整備長期計画の検討の視点（前回提出）

２

主な検討の視点

水産物の競争力強化
と輸出促進

（次期）『漁港漁場整備長期計画』（平成29年３月（目途）閣議決定）（予定）

海域の生産力
向上対策

漁港・漁村の
強靱化対策

漁業地域の
活性化対策

次期水産基本計画の検討 新たな政府課題への対応現行漁港漁場長期計画
における重点課題

災害に強く安全な地域づくりの
推進

水産物の安定的な提供・国際
化に対応できる力強い水産業
づくりの推進

豊かな生態系を目指した水産
環境整備の推進

資源管理の充実・強化

担い手の明確化と施策の重点化

沖合・遠洋漁業、沿岸漁業の将
来方向

漁村の活性化
（浜の活力再生プラン）

加工・流通・消費を通じた付加価
値向上と輸出の促進

東日本大震災からの復興

（日本再興戦略）
2020年の農林水産物・食品の輸出額を１兆円目標を前倒し
で達成

（農林水産業・地域の活力創造プラン）
2020年までに国産水産物の輸出を3,500億円へ倍増

（国土強靭化基本計画）
「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済
社会の構築

（インフラ長寿命化基本計画）
2020年までに対象施設の健全性を確保

（まち・ひと・しごと創生総合戦略）
漁村の有する大きな潜在力を最大限に引き出し、競争力の
高い産業へ転換

（経済財政運営と改革の基本方針2016）
（公的ストックの適正化）
本年度中に「公共施設等総合管理計画」が策定され、その
中で集約化・複合化等が着実に進められることが必要



水産物の競争力強化と輸出促進 ①（競争力強化）

■広域浜プランによる浜の機能再編

■大型漁船による陸揚状況（枕崎漁港（鹿児島県））

◇ 全国的に厳しい漁業経営状況の改善や輸入水産物に対する我が国水産物の競争力強化を図るため、国内水産物の力
強く安定的な生産体制を確保する必要。

◇ 更なる品質や付加価値の向上、生産の効率化やコスト縮減、産地の価
格形成能力の向上に資する、漁港の生産・流通機能の強化

【目標例】流通の拠点漁港において水産物の取扱を増加 など

◇ 生産・流通機能の再編・集約・強化（広域浜プランとの連携）
・産地市場、荷さばき所、給油、給氷施設等の再編・集約による地域
全体での漁港機能の強化

・流通拠点漁港における漁船の大型化への対応（大水深岸壁整備）
・養殖等の生産拠点漁港の整備

◇ 流通拠点漁港における高度衛生管理体制の構築
・岸壁や荷さばき所等の一体的整備

給氷基地

活魚陸揚

陸揚げはA浜に集約

船だまりのみとする
流通拠点

陸送でＡ浜に
集約

浜の機能再編のイメージ

Ａ浜

Ｂ浜

産地市場
・加工団地

３

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



養殖筏

水産物の競争力強化と輸出促進 ②（輸出促進）

■輸出ポテンシャルの高い魚種の増産

■衛生管理対策の取組状況

◇ 世界的に水産物需要が増加する中、TPP協定が署名（2016年2月）され、日本の水産物を世界に売り込む大きなチャ
ンス。2019年までに国産水産物輸出額を3,500億円に倍増させるとの政府目標達成に向け、輸出環境の整備が急務。

◇ 漁港の生産・流通機能の強化を図るとともに、輸出先
国のニーズに対応した生産・流通体制を確保

【目標例】流通や輸出の拠点漁港において輸出を拡大
（例えば、輸出量や輸出先国、輸出品目の増加）

など

◇ 流通や輸出の拠点漁港における高度衛生管理体制の構
築
・岸壁や荷さばき所、冷凍・冷蔵施設等の一体的整備
・民間加工場施設の改修との連携
・HACCP取得のための技術支援等ソフト対策との連携

◇ 海外ニーズにマッチした水産物の増産
・輸出ポテンシャルの高い魚種の増産

衛生管理対策のイメージ

４ホタテ養殖（遠別漁港） ブリ養殖（薄井漁港）

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



豊かな生態系の創造と海域の生産力向上 ①（海域の生産力向上）

■広域的な藻場・干潟の回復対策の実施

■沖合漁場の開発（マウンド礁）

◇ 漁業生産量はピーク時の半分以下まで減少し、我が国周辺の水産資源の半分の資源水準が低位水準の状況の中、
水産資源の回復・増大を図るため、藻場・干潟の衰退など悪化する沿岸環境の改善とともに、沖合の生産力向上が
必要。

◇ 豊かな生態系の創造による海域全体の生産力の底上げを目指し、水産
生物の生活史に配慮した広域的な水産環境の整備を展開

【目標例】水産物を増産 など

◇ 水産生物の生活史に配慮した広域的な（沿岸・沖合の複合的）な水産
環境整備の全国展開

◇ 効果的な沿岸環境の改善対策
・広域的な藻場・干潟の衰退要因の把握（ICT等の活用等）
・ハード・ソフト一体となった広域的な藻場・干潟の回復対策の実施
・磯焼け対策やサンゴ増殖に関する技術開発、漁場管理へのICTの活用
・既存施設の機能発揮状況の診断と機能回復対策

◇ フロンティア漁場整備による沖合漁場開発
・新たに保護・増殖を必要とする対象魚種にかかる漁場造成の検討
・直轄事業と補助事業の広域的な連携

藻場・干潟ビジョンに基づく
漁場整備のイメージ

マウンド礁に蝟集
するマアジ等

５

マウンド礁による海域
の生産力向上効果

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



豊かな生態系の創造と海域の生産力向上 ②（漁場環境変化への対応）

■海水温上昇による漁場環境の変化による影響

◇ 海水温上昇に起因する藻場やサンゴ礁の衰退、漁場形成の変化など、気候変動に起因する漁場環境の変化に適切に
対応するため、良好な水産環境の維持・増進と漁場の移動等に対する備えが必要。

◇ 漁場環境の変化に対応した順応的な漁場整備を推進

【目標例】水産物を増産
漁場整備の対応種を増加 など

◇ 海水温の上昇等に伴う漁場環境の変化把握
・藻場の分布や構成種の変化などの把握
・漁場形成の変化の把握
・効率的な漁場環境モニタリング技術の開発

◇ 漁場環境の変化に対応した新たな漁場整備
・漁場環境のモニタリングに基づく新たな環境に対応した漁場

整備
・海水温上昇に起因する磯焼けやサンゴ礁衰退など漁場環境の

変化に対応する漁場整備の技術開発

６

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



大規模自然災害に備えた対応力強化 ①（東日本大震災からの復旧・復興）

■漁村の復興

■漁港の復旧・復興状況
（宮城県石巻漁港（H27.9供用開始））

◇ 東日本大震災による被災地の復旧・復興対策を、復興・創生期間（H28～H32）に着実に完了させるため、対策の加速が
必要。

◇ 復旧・復興の総仕上げ
・平成30年度末までに、防波堤等を含め全ての漁港施設の復旧を完了
・復旧とあわせ拠点漁港の市場機能等の強化を実現
・住まいの場、生業の場の復興を着実に進捗

【目標例】漁港機能の復旧・復興を完了 など

◇ 復旧・復興事業の着実な実施
・全国的な拠点漁港において高度衛生管理型の荷さばき所を整備
・漁業集落において、地盤の嵩上げ、生活基盤や防災安全施設の整備等

を実施し、住まいの場を復興（高台移転、現地嵩上げ）
・移転元地の水産関係施設用地の再整備

◇ 新たな課題への対応
・地盤隆起対策
・対策の遅れている老朽化対策や地震津波強化対策へのシフト

７

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



大規模自然災害に備えた対応力強化 ②（防災・減災）

■流通拠点漁港（150港）における機能診断の実
施状況（H28.8水産庁調査）

■ソフト対策の取組（業務継続計画）

◇ 南海トラフ地震等切迫する大規模地震・津波や台風・低気圧災害の激甚化等に対応するため、漁業地域の安全対策
及び地域水産業の早期回復のための対策が急務。

◇ 災害時の人命財産の防護と救援活動、物資輸送等の拠点整備の推進
◇ 被災後の地域水産業早期再開のための拠点整備の推進

【目標例】災害に対して安全が確保された地域を拡大
被災時においても国民への水産物供給体制を維持 など

◇ 流通拠点及び防災拠点漁港の耐震・耐津波対策
・主要施設の耐震・耐津波機能診断と対策工事の実施
・多重防護による地域全体の効果的な防護対策の検討

◇ 海象条件の変化に対応した漁港機能の確保
・定期的な設計条件（潮位、波浪）の点検
・激甚化する台風等に対する耐波性の向上や静穏域の確保

◇ 避難対策の強化
・想定される津波到達時間内に安全な場所まで移動できる避難地や

避難路及びハザードマップ等の整備

◇ 業務継続計画（ＢＣＰ）の導入、防災協定の締結
８

業務継続計画体制構築による効果

9%

47%
44%

岸壁・耐震化

適合 未適合 未実施

31%

24%

45%

防波堤・耐震化

適合 未適合 未実施

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出 ①（漁村活性化）

■直販所 ■民泊施設

◇ 漁村においては、全国平均を上回る早さで人口減少と高齢化が進行し漁村の活力が低下。漁村の賑わいの創出を図
るため、漁業所得の向上に向けた取組を実施する浜の活力再生プランの推進とあわせ、魅力的な地域資源や再生可
能エネルギー、既存ストックをフルに活用し、都市漁村の交流や水産業の６次産業化などを推進する必要。

◇ 漁業所得の向上を通じた地域水産業の活性化
◇ 滞在型漁村の確立・形成や国内外への漁村の魅力の発信を通じ、

都市住民や外国人観光客等の漁村への訪問を促進

【目標例】漁村交流人口を増加 など

◇ 浜の活力再生プランの策定・実行
◇ 直販所、漁業体験施設等の整備
◇ 漁村における観光メニューの充実、漁村の魅力の効果的な発信
◇ 漁港既存ストックの６次産業化、海洋性レクリエーション等への
有効活用

◇ 再生可能エネルギーの有効活用

9

魚の駅「生地」
（富山県黒部市）

「木岐やすらぎ」
（徳島県美波町）

政策課題

事業実施の目標

具体の施策

■漁港内に設置された
風力発電施設

名立漁港
（新潟県）

■漁港内に係留する
プレジャーボート

垂水漁港
（兵庫県）



漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出 ②（生活・就労環境改善）

■漁港機能の集約化と有効活用事例
（元和漁港、乙部漁港）

■漁労環境改善

◇ 水産業の不振や生活環境整備の立ち後れなどにより、人口減少や高齢化が進行し、地域の担い手不足が深刻。こ
のため、生活環境の改善を進めるとともに、漁労作業の安全性の向上や軽労化を図る必要。

◇ 女性・高齢者を含む漁村における水産業従事者にとって、
住みやすく働きやすい漁村づくりの推進

【目標例】漁業集落排水処理に対応した地域を拡大
漁港におけるバリアフリー率（浮桟橋整備率など）
を向上 など

◇ 集落排水整備等による漁村の衛生環境の改善や集落道の拡幅

◇ 漁労環境の改善のための防風・防暑・防雪施設の整備や
潮汐差が大きい漁港における浮桟橋の整備

◇ 漁港既存ストックの有効活用
（静穏水域の増養殖場への活用）

10
静穏水域のスペースを

ナマコの増養殖場として有効活用

屋根付き岸壁の整備 浮桟橋の整備

政策課題

事業実施の目標

具体の施策



漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出 ③（長寿命化対策）

■個別施設計画の施設状況

◇ 今後、多くの漁港施設等が更新時期を迎え、そのための費用の増大が懸念される中、ライフサイクルコストの縮
減と予算の平準化を図るため、長期的な視野による予防保全対策を盛り込んだ計画的な維持管理・更新が必要。

◇ 漁業活動に必要な水産基盤施設の長寿命化対策による計画的な
漁港機能の維持・保全
・計画的な機能更新によるライフサイクルコストの縮減
・緊急的に老朽化対策の必要な施設への着実な対応

【目標例】緊急性の高い漁港施設の老朽化対策を早急に実施 など

◇ 機能保全計画の実施
・機能保全計画に基づく工事の実施とコスト縮減
・老朽化の診断及び工事に関する技術の蓄積
・施設情報の電子化等による効率的な管理技術の導入

495 619
750 813

1098

0

500

1000

1500

H24 H25 H26 H27 H28

（100％）

（68％）

（45％）
（56％）

（74％）

※平成33年までに耐用年数（50年）を経過する係留施設を有する一定規模の漁
港：1,098漁港（現漁港漁場整備長期計画における対象漁港）

（漁港）

■流通拠点漁港における漁港施設の老朽化状況

保全工

事済
11%

老朽化

なし
16%

軽微な

老朽化
28%

老朽化
18%

著しい

老朽化
3%

診断無し
24%

係留施設（28万7千m）

早急な対策が
必要

政策課題

事業実施の目標

具体の施策
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漁港漁場整備基本方針の
変更の視点について

資料４



Ⅰ 漁港漁場整備事業の推進に関する基本的な方向

【変更のポイント】
・水産業の情勢の変化等を踏まえた漁港漁場整備の
推進に関する重点施策を見直し
（新たな長期計画における重点課題への反映）

①水産物の競争力強化と輸出促進
②豊かな生態系の創造と海域の生産力向上
③大規模自然災害等に備えた対応力強化
④漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

Ⅱ 漁港漁場整備事業の効率的な実施に関する事項

【変更のポイント】
・品確法改正に伴う一連の入札・契約制度の変更(予定
価格の適正な設定等)を踏まえた見直し

・技術の開発に関する解決すべき課題や具体の技術
開発目標を定める観点等を追加

Ⅲ 漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術
的指針に関する事項

【変更のポイント】
・「仕様規定型」から「性能規定型」の設計体系への
移行を踏まえた見直し

Ⅳ 漁港漁場整備事業の推進に際し配慮すべき
環境との調和に関する事項

Ⅴ その他漁港漁場整備事業の推進に関する重要
事項

【変更のポイント】
・Ⅰ－④を踏まえ、交流促進策の強化に伴う内容の
充実

漁港漁場整備基本方針の主な変更のポイント

１



序文
・漁港漁場整備が水産業の振興に果たす役割を述べ
当該基本方針の位置づけについて規定。

Ⅰ．漁港漁場整備事業の推進に関する基本的な方向

現行の基本方針の骨子

①災害に強く安全な地域づくりの推進
・被災地における漁港・漁村の復旧・復興
・全国の漁港の防災・減災対策の推進
・安全な漁村の形成

②水産物の安定的な提供・国際化に対応できる力
強い水産業づくりの推進
・流通拠点となる漁港の機能の強化
・生産コスト縮減に向けた地域の中核的な漁港の機能の
強化

・既存ストックの機能保全によるライフサイクルコストの
縮減

・漁村における環境の改善
・水産業を核とした意欲のある取組の推進

③豊かな生態系を目指した水産環境整備の推進
・栽培漁業や資源管理施策との連携の強化
・藻場・干潟の保全・創造

漁港漁場整備基本方針の主な変更のポイント

・漁業の情勢変化を踏まえた政策課題の明確化
・課題解決に向けた対策の具体化

①水産物の競争力強化と輸出促進

②豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

③大規模自然災害等に備えた対応力強化

④漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わい

の創出

主な変更のポイント

情勢変化を踏まえて修正

２



Ⅱ．漁港漁場整備事業の効率的な実施に関する事項

主な変更のポイント

①整備の連携に関する事項
・漁港と漁場の一体整備

・関連施策との連携により効果を相乗的に高める取組の
推進

②漁港の役割分担を踏まえた事業の実施に関す
る事項

③国と地方の役割分担に関する事項

④工事の効率性の向上に関する事項
・入札、契約制度の見直しによる品質確保
・総合的な視点からのコスト縮減

⑤技術の開発に関する事項
・技術の開発・普及
・リサイクルの推進

⑥国民に開かれた事業制度に関する事項
・事業評価、政策評価の充実
・住民参加型の事業への展開

⑦民間活力の導入に関する事項

Ⅰ－④を踏まえ、漁港機能の集約化と既存の漁
港施設の有効利用を推進する観点等を追加

品確法の改正等による入札・契約制度の見直し
内容を反映

解決すべき課題や具体の技術開発目標を定め
る観点等を追加

現行の基本方針の骨子

行政事業レビューの結果（H28.6）等を踏まえ、国
民に具体的でわかりやすい政策の目標を示して
いく観点等を追加

３



Ⅲ．漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的
指針に関する事項

①漁港漁場施設などの設計に関する事項
・漁港漁場施設などの規模と配置に関する事項
・漁港漁場施設の構造に関する事項

②漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序と
工法に関する事項
・漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序
・漁港漁場整備事業に係る工事の実施の工法

性能規定型の設計体系への移行等を踏まえて
見直し

主な変更のポイント現行の基本方針の骨子

４



Ⅳ．漁港漁場整備事業の推進に際し配慮すべき環境と
の調和に関する事項

Ⅴ．その他漁港漁場整備事業の推進に関する重要事項

①漁港・漁場を取り巻く自然環境の整備に関する事項
・自然環境に配慮した漁港・漁場の整備
・周辺の自然環境に対する配慮
・自然環境の修復と創造

②漁港・漁場を取り巻く社会環境の整備に関する事項
・良好な生活環境・労働環境の確保
・人と自然のふれあいの場の提供
・漁村の文化などに配慮した整備

③環境との調和の推進に関する事項

①都市と漁村の交流の促進に関する事項

②高齢者・女性に配慮した整備に関する事項
・高齢者の活動に配慮した整備
・女性の参画に配慮した整備

③地域特性を踏まえた整備に関する事項

主な変更のポイント

Ⅰ－④を踏まえ、交流促進策の強化に伴う内容
の充実

現行の基本方針の骨子

５
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漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針

序 文

四方を海に囲まれた日本は、太古から海の恩恵を享受し、沿岸地域を中心として

経済活動が営まれ発展してきた。水産業は、水産物の安定供給という国民の食生活

にとって不可欠な役割を果たすとともに、漁業地域の経済を支え、ひいては豊かな

国民生活の基盤を支える重要な産業である。

漁港は、産業を支える社会基盤として、国民へ水産物を安定的に提供する役割を

果たすとともに、漁港背後の漁村の住民の生命や財産の保全、国民の海洋性レクリ

エーションのニーズに対応した余暇空間の提供、更には災害時の救援物資の運搬拠

点など多面的な機能を有している。

また、漁場は、水産物を供給する重要な機能を有しており、その整備を通じて、

海洋の有するポテンシャルを活用し、水産資源の増殖を促すとともに、豊かな海洋

環境の保全・創造に貢献している。

近年の水産業をめぐる情勢は、国際化の進展と水産物の世界的な需要の高まり、

周辺水域における水産資源水準の低下などによる漁獲量の減少、水産物の消費流通

構造の変化、漁業就業者の減少・高齢化の進行、国際的な燃油価格の大幅な変動、

漁業用資材価格の上昇といった状況にあり、その結果、水産業を支える漁村の活力

の低下を招いている。一方、消費者は、水産食品の品質・安全性に対し高い関心を

示すようになっている。

こうした中、東日本大震災による地震・津波により北海道から九州・沖縄までの

太平洋沿岸域では、漁港・漁場・漁村、養殖施設や漁船などの水産関連の施設が甚

大な被害を受けた。

これらの諸情勢に鑑み、東日本大震災の復旧・復興対策を推進するほか、今後発

生が予測される大規模な地震・津波に備えて災害に強く安全な地域づくりを進める

とともに、漁港と漁場を一体的に整備する漁港漁場整備事業については、安全で効

率的な水産物の安定供給を図りつつ、我が国周辺水域における水産資源の生産力の

向上に向けた取組及び環境の保全・創造を基軸に推進することとし、水産資源の適

切な保全・管理と持続的な利用を基本とする政策と相まって、その着実な実施を通

じて水産業を取り巻く諸課題に対応していく必要がある。

また、漁村は、漁業就業者などの生活の場としてのみならず、漁港と一体となっ

て消費者に新鮮で安全な水産物を安定的に提供する拠点として重要な役割を果たし

ており、水産業を核として地域資源を活用した新たな産業活動に取り組む場として

も期待されている。漁村において、自然環境との調和に配慮し、地域の特性を活か

しつつ、安全・安心で快適な漁村の形成が図られるよう総合的な振興を図る方向で

参考資料２
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漁港漁場整備事業を推進することとし、さらには、水産業及び漁村の有する水産物

の供給の機能以外の多面にわたる機能が発揮されるよう推進する必要がある。

このような基本認識の下、漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第６条

の２に基づき、ここに漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針を定めるものであ

る。なお、この基本方針は、今後の経済・社会情勢の推移を勘案しつつ、必要に応

じて見直しを行う。

Ⅰ．漁港漁場整備事業の推進に関する基本的な方向

漁港漁場整備事業の実施に当たっては、公共事業だけでなく非公共事業など関

連施策との連携の強化、重要課題を絞り込むことによる集中的な整備の推進、既

存ストックの有効活用、コスト縮減に留意の上、以下の重要課題について早期か

つ確実に事業の効果が発揮されるよう努めていくこととする。

１．災害に強く安全な地域づくりの推進

東日本大震災により被害を受けた地域は、全国屈指の豊かな漁場に恵まれ、

全国の水産物供給において大きな役割を果たすとともに、他の地域の水産業も

支える様々な機能を有するなど、我が国水産業において重要な地域である。こ

の大震災では、北海道から千葉県にかけて漁港が被災するとともに、漁村や漁

場も被害を受けている。このため、地域の水産業が早期に再開できるよう復旧

・復興対策を推進していく。

また、今後大規模な地震・津波の発生が予想される地域においては、東日本

大震災を踏まえ、漁港・漁村の防災・減災対策を強化していく。

（１）被災地における漁港・漁村の復旧・復興

沖合漁業・遠洋漁業の基盤となる生産・流通の拠点漁港においては、全国

流通に大きな役割を果たしていることから、一刻も早く漁業が再開されるよ

う、緊急的に復旧・復興事業を実施するとともに、高度衛生管理型荷さばき

所・岸壁の整備、地震・津波に対応した防波堤、岸壁など更なる流通機能・

防災機能の高度化を推進する。

沿岸漁業・養殖業や地域住民の生活の基盤となる漁港においては、漁港間

の役割分担の下、機能の集約強化の取組を図りつつ、漁船の係留場所の確保

や地盤沈下対策の実施など必要性の高い事業から着手する。

また、漁村の復興に当たっては、地元住民の意向を尊重しながら、高台へ

の移転、集落の地盤の嵩上げ、被災前の場所での再整備といった復興方針に

応じた最善の防災力を確保する。その際、従前のコミュニティや慣習に配慮

するとともに、地域資源の再発掘や再生可能エネルギーの活用による漁村の
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エコ化を推進する。

（２）全国の漁港の防災・減災対策の推進

地震・津波などの災害に対して脆弱性を有する漁港において、災害発生後

の漁業の継続や早期再開を図るための外郭施設や係留施設の耐震・耐津波強

化、漁港利用者の安全を確保するための避難路、避難施設などの防災対策を

強化するとともに、減災計画の策定、継続的な避難訓練の実施など減災対策

の推進に努めていく。

また、災害発生後においても水産物流通機能が確保されるよう、漁港間で

の支援ネットワークの構築や市場関係者などと連携しつつ、災害に強い産地

づくりを推進していく。

（３）安全な漁村の形成

漁港漁場整備事業の推進を通じて、災害に対する安全性の向上を図る。

具体的には、地震・津波などに対して漁業者、地域住民などの安全を確保

するための避難場所などの整備との一体性を考慮し、漁港漁場整備事業を推

進していく。

２．水産物の安定的な提供・国際化に対応できる力強い水産業づくりの推進

水産物は、国民に対する良質なたんぱく質の供給源であるとともに、優れた

栄養特性を有しており、国民の健康志向を背景に健全な食生活において重要な

地位を占めている。国際的に水産物需要が高まる中で、水産食品の品質の高度

化及び安全性の向上といった消費者ニーズに応え、多様性のある水産食品を安

定的に提供するために必要な漁港の機能を強化するとともに、水産業を支える

健全な漁村が形成されるよう、漁港漁場整備事業について以下の方向で推進し

ていく。

（１）流通拠点となる漁港の機能の強化

良好な漁場などから供給される水産物は、漁港などを通じて国民に提供さ

れており、漁港漁場整備事業を水産資源の増殖から漁獲、陸揚げ、流通・加

工までの一貫した水産物供給システムの基盤を構築するものとして捉え、水

産物の安定的な提供に貢献する方向で推進していく。

、 、具体的には 水産物流通の集約と併せ市場機能の強化を推進するとともに

国民に安全で安心な水産物の提供が図られるよう衛生管理のための施設や管

理運営体制の構築に向けた適切な対応や一次加工機能の充実に努めることに

より、意欲のある地域の国際競争力や産地間競争力の強化に取り組む。
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（２）生産コスト縮減に向けた地域の中核的な漁港の機能の強化

水産物を将来にわたり安定して国民に提供していくためには、流通拠点と

なる漁港とともに、それを支える生産地として中核的な役割を担う漁港にお

いて生産コストの縮減や水産物の鮮度保持に努めていくことが重要である。

具体的には、中核的な漁港として水産物の陸揚げなどの機能の集約化を推

進するとともに、集約化に伴いこれまで以上に漁港内での活動の輻輳化が懸

念されることから、漁業活動に係る安全性に考慮しつつ、陸揚げ・出荷時間

ロスの解消や蓄養水面など水産物の一時保管機能の確保などに取り組む。

（３）既存ストックの機能保全によるライフサイクルコストの縮減

今後、多くの漁港施設及び漁場の施設（以下「漁港漁場施設」という ）。

が更新時期を迎えるため、その更新需要は大幅に増加するとともに、老朽化

した施設の増大によるその機能低下が懸念される。このようなことから、こ

れまでに蓄積されてきた漁港漁場施設の既存ストックの機能の適切な保全を

図るため、長期的な視野に基づく予防保全的な対策を盛り込んだ戦略的な維

持管理に取り組む。また、漁港漁場施設の機能保全に当たっては、利用者の

安全、水産物の品質・衛生及び流通の確保に支障が生じないよう、的確な老

朽化診断の下、適切な維持管理、長寿命化などの補修・改修工事を選択しラ

イフサイクルコストの最適化に努めるとともに、必要な技術開発を行う。

（４）漁村における環境の改善

漁業活動を支える場、水産業を核とした新たな産業活動に取り組む場とし

て、地域の特性に応じた漁港漁場整備事業の推進を通じて、漁村の生活環境

・労働環境の改善を図るとともに、良好な景観の形成を図る。

具体的には、地域住民などによる取組との連携の下、漁港・漁場への汚水

などの流入負荷の低減や漁村の衛生環境の改善、漁業者の生活環境・労働環

境の改善のための整備との一体性を考慮し、漁港漁場整備事業を推進してい

く。

（５）水産業を核とした意欲のある取組の推進

都市住民などにおいては、余暇活動や食への関心など、漁村への交流ニー

ズが高まっている。一方、漁村においては、新鮮な魚介類、豊かな自然や景

観、波力、風力などの再生可能エネルギーなどの地域資源が豊富に存在して

おり、高齢者や女性をはじめとする地域住民や農林業などを含む地場産業と

の連携の下、これらの総合的な活用が、漁村の活性化を推進する上で重要な
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課題となっている。

このため、漁業者自身が新鮮な魚介類や水産加工品を提供すること、遊漁

やホエールウオッチング、ダイビングの案内を行うことなど、６次産業化の

取組として、水産業を核とした地域がその特性を活かし意欲のある取組との

連携を図りつつ、都市との交流を進め、活力あるコミュニティの形成に資す

るよう漁港漁場整備事業を推進していく。

３．豊かな生態系を目指した水産環境整備の推進

水産資源の状況は、近年安定的に推移しているものの、低位にとどまってい

るものや悪化しているものがあることに鑑み、生態系全体の生産力の底上げを

目指し、資源管理施策などとの連携を強めつつ、沿岸域はもとより排他的経済

水域を含む沖合海域における水産資源の保護育成などの取組及び環境の保全・

創造を積極的に推進していくこととする。また、人と自然のふれあいの場の提

供や沿岸域の良好な環境の次世代への継承の観点から、沿岸域の環境の保全・

創造が図られるよう以下の方向で漁港漁場整備事業を推進していく。

なお、漁場は様々な環境要因により機能を損ないやすいという問題があるこ

とから、自然環境や生物相の変化などにも適切に対応できるよう、モニタリン

グを継続的に実施し、その結果に応じて事業の実施方法や事業実施後の管理の

在り方を見直していく、いわゆる「順応的管理手法」の導入により、より確実

性の高い漁場の造成に努めていく。

（１）栽培漁業や資源管理施策との連携の強化

水産生物は、成長過程で、また季節により、沿岸から沖合に至る多様な場

所を移動・回遊している。このため、水産生物の生活史を把握し、成長段階

に応じた生育環境及び生態系を良好な状態として保全していくことは、漁業

の健全かつ持続的な発展を図る上で極めて重要である。そこで、沿岸から沖

、 、合に至る我が国周辺水域において こうした環境の保全・創造に資するため

海域全体を広い視点で捉え、生育環境づくりとそのネットワーク化に配慮し

て事業の規模・配置を決定していくとともに、資源管理及び増殖効果の発揮

に向けて、資源管理施策などとの確実な連携を図るものとする。

（２）藻場・干潟の保全・創造

藻場・干潟は、重要な漁場であるばかりでなく、水産生物の産卵、幼稚仔

魚の成育などの資源生産の場としての機能や、有機物の分解、窒素、燐など
りん

の栄養塩の取込みによる水質の浄化などの様々な機能を有しており、良好な

沿岸域の環境を維持していくためには、藻場・干潟の保全・創造は極めて重



- 6 -

要である。このため、埋立てなどにより消失が進んだ藻場・干潟の回復を目

指し、積極的に藻場・干潟の造成に努めていく。

Ⅱ．漁港漁場整備事業の効率的な実施に関する事項

漁港漁場整備事業を効率的に実施していくため、Ⅰの「漁港漁場整備事業の推

進に関する基本的な方向」に従い、とりわけ経済効果の高い地域や事業目標の達

成に意欲的に取り組む地域において重点的に事業を推進することにより、効率よ

く効果が発現されるよう努めていく。

１．整備の連携に関する事項

（１）漁港と漁場の一体整備

漁港と漁場を水産資源の増殖から漁獲、陸揚げ、流通・加工までの一貫し

た水産物供給システムの基盤として捉えていくことが重要であることから、

漁港の整備と漁場の整備については、同一の計画の下、総合的かつ計画的に

整備を推進していく。

（２）関連施策との連携により効果を相乗的に高める取組の推進

漁港漁場整備事業については、漁業協同組合の合併、水産物産地市場の統

合、栽培漁業の振興、湖沼などの内水面や藻場・干潟の生産力の改善を図る

ための技術開発を含む水産関係施策に加え、森林整備など川上から川下に至

る一連の関連施策との連携を強力に推進することにより、相乗的な効果の発

揮に努める。また、被災地においては、関係省庁と連携しながら、漁港など

の復旧・復興を行う。さらに、国土や地域に関する他の計画や事業及び海上

の安全に関する施策とも調整を図りつつ、計画的に推進していく。

２．漁港の役割分担を踏まえた事業の実施に関する事項

漁港は、消費者に安全で新鮮な水産物を安定的に提供するための水産物の生

産・流通の拠点としての機能、つくり育てる漁業を支援する増殖及び養殖の拠

点としての機能、台風、冬季風浪、地震、火山活動など自然災害に対する防災

・避難の拠点としての機能、都市住民などに親水空間を提供する都市との交流

の拠点としての機能、その他漁船の休けい・準備の場としての機能などを有し

ていることから、漁港相互の役割分担と連携を強化することで、これら機能が

早期に発現されるよう計画的に整備を行っていく。東日本大震災の被災地にお

いては、漁港間の機能集約と役割分担に留意することとし、荷さばき所の整備
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に当たっては、水産物流通機能の高度化を図っていく。

３．国と地方の役割分担に関する事項

漁港漁場整備事業の推進に当たっては、国と地方の役割を引き続き見直して

いくこととする。地方の自主性を更に強化し、その役割を拡大していくことを

基本とし、受益の範囲が限定されるなど地方で解決すべき課題については、地

方の判断に委ねる一方、国は、国民への水産物の安定供給を図る観点から重要

な課題に対し支援を行うとともに、排他的経済水域において漁場整備に取り組

む。

４．工事の効率性の向上に関する事項

（１）入札・契約制度の見直しによる品質確保

公共工事は施工者の技術力などにより品質が左右されるため、個々の工事

の内容に応じ、適切な技術力を持つ企業を選定することが必要である。この

ため、価格と品質を総合的に評価し落札者を決定することができるよう、入

札・契約に関する手続の見直しを行い、工事の品質確保に努める。

（２）総合的な視点からのコスト縮減

。 、計画手法や設計基準の見直しなどにより工事コストの低減に努める また

他事業との連携による機能の早期発現による工事の時間的コストの低減、更

には再生可能エネルギーの活用や省エネに向けた漁港のエコ化の推進、漁港

漁場施設の品質向上によるライフサイクルコストの低減など、総合的な視点

からコスト縮減に取り組んでいく。

５．技術の開発に関する事項

（１）技術の開発・普及

研究機関などとの連携を図りつつ、漁港漁場施設の生産性・安全性・利便

性・経済性の向上はもとより、自然との共生、未利用資源の活用、水産物の

付加価値の向上、漁村の生活環境・労働環境の改善などを目指し、沿岸域の

自然環境への影響の低減を図る構造物の整備技術、海域の基礎生産力の増大

などを目的とした沖合域での漁場開発技術、清浄性などに優れ水産分野での

利用に期待の高い海洋深層水の利用技術、安全で高鮮度の水産物を供給する

ための漁港における品質・衛生管理技術などについて、一層の開発と普及を

行うとともに、構造物の設計技術の高度化を図るほか、漁港漁場整備事業に
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係る技術者の育成を進めていく。

（２）リサイクルの推進

建設工事における廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を

図るとともに、しゅんせつ土や水産系副産物の活用を推進することにより、

例えば、水産資源の生育環境の改善に効果が認められる水産系副産物の有効

利用を図るなど、環境への負荷の少ない循環型社会の構築を目指していく。

６．国民に開かれた事業制度に関する事項

（１）事業評価、政策評価の充実

事業の計画から実施の過程に到るまで透明性及び客観性を確保し、より効

率的、効果的な事業の執行を図るため、事業評価を実施していくなど、社会

経済情勢の変化に対応した透明性の高い効率的な政策の実施、行政の説明責

任の徹底、行政に対する国民の信頼性の向上に資するため、政策評価を実施

していく。

また、ホームページなど国民が容易に公表内容を入手できる方法を活用し

て、各地での意欲のある取組の事例などの情報提供に努めていく。

（２）住民参加型の事業への展開

国民の価値観の多様化や行政の透明性・公平性の確保の観点から、広く住

民からの意見を聴取する機会を設けるなど、当該意見を反映した計画の策定

に努めていく。

７．民間活力の導入に関する事項

漁港は、水産物の流通形態の多様化への対応や海洋性レクリエーション需要

を踏まえた余暇空間の提供という機能が求められている。このことを踏まえ、

漁港の効率的な整備や管理・運営が推進されるよう、行政財産の貸付制度や一

定の条件の下公共施設用地において民間事業者による漁港施設の設置を可能と

する制度の活用、地域の活性化に資するよう交流の促進を図るための施設、プ

レジャーボートの適切な受入れを行うなど既存の漁港施設の有効利用などによ

る漁港施設の積極的活用や指定管理者制度、ＰＦＩ（民間資金等活用事業）の

導入など、漁港漁場整備事業と民間事業との連携が円滑に図られる環境を整備

していく。
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Ⅲ．漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的指針に関する事項

１．漁港漁場施設などの設計に関する事項

漁港漁場整備事業の施行に当たっては、漁港漁場施設などの設計における合

理性、客観性及び説明責任の確保が求められており、それぞれの漁港漁場施設

などの目的・機能に応じ、その目的の達成や機能の確保のために施設に備わる

べき能力である「性能」を明確にし、性能規定化に対応した設計を推進するこ

とが必要である。このため、施設の性能規定化により必要とされる性能を明示

するとともに、規模、配置及び構造に関する事項について、より的確で合理性

の高い照査方法の確立に努めていく。その際、個々の漁港漁場施設などの性能

の達成に加え、それらの総合体である漁港及び漁場が一体的に機能を発揮でき

るように配慮するものとする。

（１）漁港漁場施設などの規模と配置に関する事項

漁港漁場施設の規模と配置は、地形、海象、水質、対象生物などの自然条

件、施設の設置箇所やその周辺の地域の経済的・社会的条件、施設の設置箇

所やその周辺の地域の自然環境、漁場環境及び生活環境に及ぼす影響、工事

や施設の維持管理に係る経済性、水産物の的確な品質・衛生管理、漁村の生

活環境の整備との一体性を考慮して、漁港漁場施設の機能が効果的に発揮さ

れるよう定めるとともに、次の各号に掲げる漁港漁場施設にあっては、当該

各号に掲げる指針に適合するよう定める。

ア 外郭施設

外郭施設によって防護される漁港漁場施設の利用状況を考慮して、その

機能を十分に発揮させるため適切なものとする。

イ 係留施設

、 、係留施設を利用する漁船などの船舶の船型・隻数 係留施設の利用目的

漁港の区域内の水域や陸域の利用状況を考慮して、その機能を十分に発揮

させるため適切なものとする。

ウ 水域施設

水域施設を利用する漁船などの船舶の船型・隻数、係留施設や漁港の区

域内の水域の利用状況を考慮して、その機能を十分に発揮させるため適切

なものとする。

エ 輸送施設

漁港やその周辺の地域における交通の状況、水産物や漁業用資材の輸送

量・輸送手段を考慮して、その機能を十分に発揮させるため適切なものと



- 10 -

する。

オ 漁港施設用地

漁港施設用地の利用目的、漁港やその周辺の地域の土地の利用状況を考

慮して、漁港施設用地を敷地とする漁港施設の機能を十分に発揮させるた

め適切なものとする。

カ 荷さばき所

漁獲物の量・種類や取扱い形態などによる荷さばき所の利用状況、野積

場や製氷冷蔵施設などの関連施設との一体性を考慮して、その機能を十分

発揮させるため適切なものとする。

キ 漁港環境整備施設

漁港の景観、漁港における就業者の労働環境、海洋性レクリエーション

による利用状況、周辺の地域の緑地・広場の整備状況を考慮して、その機

能を十分に発揮させるため適切なものとする。

ク 魚礁

対象生物の分布・行動などの生態、漁業や海況の実態を考慮するととも

に、造成漁場の効率的な利用や的確な管理が行われるよう、その機能を十

分に発揮させるため適切なものとする。

ケ 増殖場

対象生物の生理・生態、餌料などを含む対象生物に適した生育環境や成

長段階に応じた場のネットワーク化、漁業の実態、更には栽培漁業や資源

管理のための当該海域における取組状況を考慮するとともに、造成漁場の

効率的な利用や的確な管理が行われるよう、その機能を十分に発揮させる

ため適切なものとする。

コ 養殖場

対象生物の成育に必要な水質・底質や水域の静穏の程度、造成漁場利用

予定者の営漁状況を考慮するとともに、造成漁場の効率的な利用や的確な

、 。管理が行われるよう その機能を十分に発揮させるため適切なものとする

また、漁場の保全のための事業の規模と位置は、地形、海象、水質、底質

などの自然条件、周辺の自然環境及び漁場環境に及ぼす影響、しゅんせつ土

などの処分方法、工事や施設の維持管理に係る経済性を考慮して、漁場の生

産力の回復や水産資源の生育場の環境改善が適切に図られるよう定める。

（２）漁港漁場施設の構造に関する事項

漁港漁場施設の構造は、地形、海象、水質、対象生物などの自然条件、施

設の設置箇所やその周辺の地域の自然環境、漁場環境及び生活環境に及ぼす
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影響、工事や施設の維持管理に係る経済性、水産物の的確な品質・衛生管理

を考慮して、漁港漁場施設の機能と的確な工事の実施が確保されるよう定め

るとともに、次のアからケまでに掲げる漁港漁場施設にあっては、当該アか

らケまでに定める指針に適合するよう定める。

ア 外郭施設

自重、水圧、波力、土圧、地震力、津波などの外力に対して構造耐力上

安全なものとするとともに、外郭施設によって防護される漁港漁場施設の

利用状況を考慮して、当該漁港漁場施設を安全かつ円滑に利用するため適

切なものとするほか、波や風によって当該漁港漁場施設の機能が低下する

おそれがあるときは、消波工、防風施設などによりこれを防止するものと

する。

また、良好な天然の藻場が形成されている水域などでは漁港の良好な静

穏性を水産動植物が成育できる場として積極的に活用を図ることとし、そ

の生育環境に配慮した構造とする。さらに、水産物の品質・衛生管理への

適切な対応がなされるよう外郭施設によって防護される水域の水質が低下

するおそれが高い場合などには、当該水域外との海水交換に配慮した構造

とする。

イ 係留施設

自重、水圧、波力、土圧、地震力、津波、載荷重、漁船などの船舶によ

る衝撃・けん引力などの外力に対して構造耐力上安全なものとするととも

に、係留施設を利用する漁船などの船舶の船型・接岸状況、係留施設にお

ける漁獲物の陸揚げや出漁準備などの作業の状況を考慮して、当該係留施

設を安全かつ円滑に利用するため適切なものとする。

ウ 水域施設

水域施設を利用する漁船などの船舶の船型・隻数、係留施設や漁港の区

域内の水域の利用状況を考慮して、当該水域施設を安全かつ円滑に利用す

るため適切なものとするとともに、土砂の堆積により水域施設の機能が低

下するおそれのあるときは、これを防止する措置を講じる。

エ 輸送施設

漁港やその周辺の地域における交通の状況、水産物や漁業用資材の輸送

量・輸送手段を考慮して、当該輸送施設を安全かつ円滑に利用するため適

切なものとする。

オ 漁港施設用地

漁港施設用地の利用目的を考慮して、当該漁港施設用地を安全かつ円滑

に利用するため適切なものとする。
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カ 荷さばき所

、 、外力に対して構造耐力上安全なものとするとともに 漁獲物の量と種類

取扱い形態などを考慮して、その機能を十分発揮させるため適切なものと

する。

キ 漁港環境整備施設

漁港環境整備施設の利用目的や利用者層を考慮して、漁港の環境の向上

が図られるようにするとともに、当該漁港環境整備施設を安全かつ円滑に

利用するため適切なものとする。

ク 魚礁

流体力、自重、設置時の衝撃力などの外力に対して構造耐力上安全なも

のとするとともに、造成漁場の円滑な利用や的確な管理を行うため適切な

ものとするほか、洗掘、埋没又は沈下により当該施設の機能が低下しない

よう考慮する。

ケ 増殖場、養殖場又は漁場の保全のための事業により整備される施設

、 、流体力 自重などの外力に対して構造耐力上安全なものとするとともに

造成漁場の安全かつ円滑な利用や的確な管理を行うため適切なものとする

ほか、洗掘、埋没又は沈下により当該施設の機能が低下しないよう考慮す

るとともに、船舶の航行に及ぼす影響についても考慮する。

２．漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序と工法に関する事項

（１）漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序

漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序は、事業効果の早期発現の観点

から、緊急性の高い施設の優先的な整備に配慮するとともに、工事中におい

ても既存の漁港漁場施設の効率的な利用が図られるよう定める。

老朽化施設の更新に当たっては、施設単体ごとに実施の順序を定めるので

はなく、例えば岸壁と背後施設の利用状況を踏まえた総合的な対策を検討す

るなど、施設の利用目的に応じて、その効果が十分に発揮されるものとなる

よう定める。

（２）漁港漁場整備事業に係る工事の実施の工法

漁港漁場整備事業に係る工事の実施の工法は、地形、海象、水質、対象生

物などの自然条件、施設の設置箇所やその周辺の地域の自然環境・漁場環境

・生活環境に及ぼす影響、工事に係る経済性を考慮して、工事の安全かつ円

滑な実施が確保されるよう定める。

Ⅳ．漁港漁場整備事業の推進に際し配慮すべき環境との調和に関する事項
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１．漁港・漁場を取り巻く自然環境の整備に関する事項

（１）自然環境に配慮した漁港・漁場の整備

再生産可能な水産資源の持続的な利用や豊かな自然環境の次世代への継承

のため、漁港漁場整備事業の実施に当たっては、計画、設計、施工の各段階

において、実施箇所の自然環境に対する影響に十分配慮し、多様な自然素材

の活用を検討するとともに、可能な限りモニタリングによる影響の把握に努

めることで影響の低減に資する漁港漁場施設づくりを推進していく。特に、

漁港施設用地の造成に当たっては、事前にその必要性について十分に検討を

行うこととし、造成を行う場合にあっても藻場・干潟などへの影響が懸念さ

れる場合には同等規模の代替措置を講ずるよう努める。加えて、漁港漁場整

備による二酸化炭素の固定・排出削減効果の検証・発揮に向け取り組んでい

くほか、漁港のエコ化を推進し、エネルギー使用量の削減、化石燃料使用量

の削減、再生可能エネルギーの活用により、漁業活動に伴い排出される二酸

化炭素量の削減に取り組む。

（２）周辺の自然環境に対する配慮

漁港漁場整備事業により海流の変化などが生じ、周辺の自然環境に影響を

及ぼすおそれがある場合には、その実施に当たって、関係者と連携しつつ、

総合的な観点から自然環境への影響に配慮していく。

（３）自然環境の修復と創造

効用の低下している漁場の生産力の回復や磯焼けの発生などにより水産資

源の生育場の環境を修復する必要がある場合には、水産生物の成長段階に応

じた場のネットワーク化に配慮しつつ、覆砂、しゅんせつ、着定基質の設置

などにより底質の改善、藻場・干潟の造成などを行うとともに、集落排水施

設の整備との計画上の整合性に配慮しつつ浄化施設を整備することなどによ

り、漁港・漁場の水域環境の保全を図っていく。また、漁場環境の保全・創

造と基礎生産力の向上を目的とした、水産動植物を育む藻場・干潟の造成な

どによる「海の森づくり」を積極的に推進していくなど、自然環境の変化に

も柔軟に対応しつつ、自然環境の創造に重点的に取り組んでいく。

２．漁港・漁場を取り巻く社会環境の整備に関する事項
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（１）良好な生活環境・労働環境の確保

漁村は、その立地特性から、防災上の課題や衛生面での課題を抱えている

ものが多い。このため、漁村の生活環境の改善が図られるよう、漁村におけ

る集落排水施設、集落道、防災安全施設、情報関連施設などの整備との一体

性を考慮し、漁港漁場整備を推進する。

、 、また 漁業が厳しい自然環境下での作業を必要とするものであることから

浮体式係船岸、防風・防暑・防雪施設などの整備により、作業の安全性の向

上や労力の軽減など、労働環境の改善に努めていく。

（２）人と自然のふれあいの場の提供

漁港は海とのふれあいの場を提供し、国民の海洋性レクリエーションの要

請に対応する機能を有している。このため、漁港の整備については、人と自

然のふれあいの場の提供にも配慮していく。

（３）漁村の文化などに配慮した整備

漁村の多くは、伝統文化を受け継ぎ、良好な自然環境を有していることか

ら、これらに配慮した漁港漁場整備事業を推進し、国民の心の豊かさと安ら

ぎの場を確保していく必要がある。

このような観点から、地域特有の自然条件、社会条件などを活かしつつ、

歴史的・文化的祭りや生活様式に配慮した施設、良好な漁村の景観形成に資

する施設などの整備を推進していく。

３．環境との調和の推進に関する事項

漁港周辺には、豊かな自然環境及び良好な生物の生育環境が形成されている

ことから、周辺の環境との調和への配慮を行うため、環境への影響の評価を行

うとともに、必要に応じモニタリングの実施に努める。

また、環境への影響が予測される場合には、その影響の低減に努めていく。

Ⅴ．その他漁港漁場整備事業の推進に関する重要事項

１．都市と漁村の交流の促進に関する事項

国民の水産業及び漁村に対する理解と関心を深めるとともに、健康的でゆと

りのある生活に資するため、都市と漁村との間の交流の促進が図られるよう、

広場、遊歩道、釣り桟橋などの交流に資する施設の整備を推進していく。
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２．高齢者・女性に配慮した整備に関する事項

効率的かつ安定的な漁業経営を担うべき人材の育成や確保に資するため、漁

港漁場整備事業においては、漁港における労働環境や漁村の生活環境の改善を

推進していく。特に、水産業における高齢者の活動や女性の参画の促進を図っ

ていく。

（１）高齢者の活動に配慮した整備

漁村における高齢者は、豊富な知識・経験や熟達した技術を有しており、

地域の取りまとめ役としての役割を担っている。漁村の高齢者が、生涯現役

として生きがいを持って漁業活動が可能となるよう、生活環境及び労働環境

の整備においてバリアフリー化を積極的に導入するなど、高齢者に配慮した

施設整備を推進していく。

（２）女性の参画に配慮した整備

漁村における女性の活動は、漁業生産活動のみならず、魚食普及、海浜清

掃、健康管理、植林など地域生活に係る活動全般にわたっている。漁業就業

者の高齢化の進行や後継者不足が深刻化する中で、漁村の女性の役割は、従

来にも増して重要になっており、女性が安定的に水産業及びこれに関連する

活動に参画できるよう、重労働の軽減化、安全性の確保、トイレや休憩所の

整備などを推進していく。

３．地域特性を踏まえた整備に関する事項

日本列島は、南北に長く、離島や半島などの条件不利地域、積雪寒冷地、潮

位差の大きい地域、台風などの災害を受けやすい地域など、様々な自然条件を

持った地域が存在しており、また、水産資源の状況についても地域差があるこ

とから、それぞれの地域の特性に十分配慮した整備を行っていく。特に離島で

は、漁港は水産物の生産・流通の拠点としての機能だけではなく、日常生活物

資の搬入などの生活の拠点としても機能していること、水産業が基幹産業とし

て地域経済の重要な位置を占めているものの、流通面で不利なことなどの地域

特性を有することから、これらに配慮した施設の整備を推進していく。
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漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第６条の３の規定により、平成

２４年度から平成２８年度までの漁港漁場整備長期計画を次のように定める。

第１ 漁港漁場整備事業についての基本的考え方

東日本大震災の地震・津波により、北海道から千葉県までの太平洋沿岸域の漁

港・漁村に広範囲かつ甚大な被害が発生した。今回の大震災の被災地は、豊かな

漁場に恵まれ、全国の水産物供給において大きな役割を果たすなど我が国水産業

において極めて重要な地域であることから、災害復旧事業等と一体的かつ計画的

な漁港漁場整備事業の推進により、漁港・漁村の早期復興を果たす必要がある。

加えて、今後、大規模な地震や津波の襲来が懸念される全国の漁港・漁村におい

ては、今回の大震災の経験を踏まえた防災力の強化による安全性の確保が重要で

ある。

一方で、我が国全体の水産業をめぐる情勢をみると、一部の水産資源では低位

のものや悪化しているものが見られ、漁業就業者の減少や高齢化が進行する中、

食生活においては、食品の安全・安心や品質・衛生管理に対する消費者の関心が

高まっている。

こうした状況下にあって、水産資源の回復や生産力の向上を図るため、生産の

、 、場としての漁場の保全・創造のみならず 生態系全体の生産力の底上げを目指し

水産生物の生育の場等としての機能の強化・充実と水域環境の改善を図ることが

喫緊の課題となっている。

また、新鮮かつ良質な国内水産物にあっては、消費者ニーズの変化に対応した

集出荷体制を構築していくことが重要であるとともに、水産物需要の増加が見込

まれる海外の市場に対する我が国水産物の輸出体制の構築を図り、水産業の国際

競争力の向上を図っていくことが必要である。

さらに、水産物の安定供給を担う基盤であり、漁業就業者等の生活の場である

漁村においては、その活力を維持・増大させていくための生活・労働環境の改善

を一層推進していくことが重要である。

以上の点を踏まえ、今後５年間に重点的に取り組むべき課題を以下の３課題と

し、漁港漁場に加えて漁村も併せ、総合的かつ計画的な整備を推進することとす

る。整備の推進に当たっては、水産基本計画との密接な連携の下、資源管理指針

・資源管理計画に基づく資源管理の推進、水産物の輸出促進などとも歩調を合わ

せつつ、戦略的に推進していくこととする。また、地域の特性に応じて、環境と



- 2 -

の調和や水産業・漁村の有する水産物の供給の機能以外の多面にわたる機能が発

揮されるよう配慮していく必要がある。

（１）災害に強く安全な地域づくりの推進

（２）水産物の安定的な提供・国際化に対応できる力強い水産業づくりの推進

（３）豊かな生態系を目指した水産環境整備の推進

第２ 実施の目標及び事業量

水産基本法（平成１３年法律第８９号）の理念に基づき、水産物の安定供給及

び水産業の健全な発展を図るとともに、東日本大震災からの復旧・復興及び全国

の漁港・漁村の防災・減災対策を推進することを目的として、第１に掲げる重点

課題に対する総合的かつ効率的な事業を実施することにより、おおむね５年後を

目途に、成果を発現させることとする。

あわせて、計画期間における漁港漁場整備事業の事業量は、整備する対象を重

点化し、次のとおりとする。

１ 災害に強く安全な地域づくりの推進

（１）実施の目標

ア 東日本大震災の被災地における漁港・漁村の復旧・復興

漁港の復旧・復興に当たっては、漁港間での機能集約と役割分担の取組を

図りつつ､地域一体として必要な機能を早期に回復させる。

漁港の復旧に当たっては、全国的な拠点漁港及び地域水産業の拠点となる

漁港については、平成２５年度末までに漁港施設等の復旧をおおむね完了さ

せる。なお、被害が甚大な漁港については、同時期までに一定の係留機能等

の確保を、平成２７年度末までに漁港施設等の復旧をおおむね完了させる。

その他の沿岸漁業・養殖業の基地等となる漁港については、漁船の係留場

所の確保など必要性の高い機能から必要な施設を選定し、平成２７年度末ま

でに漁港施設等の復旧をおおむね完了させる。

また、漁港の復旧に併せ、全国的な水産物の生産・流通の拠点となる漁港

については、流通・加工機能の強化と効率化、漁港施設用地の嵩上げなどの

地盤沈下対策、地震・津波に対する防波堤、岸壁等の機能強化を推進する。
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地域水産業の生産・流通の拠点となる漁港については、周辺漁港の機能の一

部を補完することに留意しつつ、市場施設や増養殖関連施設等の集約・強化

等を推進する。

漁村の復興に当たっては、地元住民の意見を尊重するとともに、漁村の被

害状況や復興状況に応じた防災力の強化や生活環境の改善を図る。

イ 東日本大震災を踏まえた災害に強く安全な地域づくり

東海・東南海・南海地震等の大規模な地震・津波の発生による被害が、今

後、予測されている地域においては、東日本大震災の経験を踏まえ、避難対

策や水産業関連事業の継続または早期再開のための対策とともに、外郭・係

留施設の構造強化、避難施設等の整備を推進する。

また、災害発生時に避難地となる緑地・広場施設等の整備との一体性を考

慮した漁港漁場整備事業を推進することにより、漁港・漁村の防災力の向上

を図る。

（２）目指す主な成果

水産物の流通拠点となる漁港のうち、産地市場前面の陸揚げ用の岸壁が耐震

化された漁港の割合を、２０％（平成２１年度）からおおむね６５％に向上さ

せる。

地震防災対策強化地域等に立地する漁村における漁港漁場整備事業の推進に

より地震や津波に対する防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口比率を、

４４％（平成２１年度）からおおむね８０％に向上させる。

（注１ 「水産物の流通拠点となる漁港」とは、主要な水産物の産地市場を開設している漁港）

をいう。

（注２ 「地震や津波に対する防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口比率」とは、漁業）

依存度や漁家の割合が高い漁村において必要とされる地震防災対策特別措置法（平成

７年法律第１１１号）に基づく緊急輸送を確保するために必要な漁港施設等が確保さ

れた漁村の人口の割合をいう。

（３）事業量

災害発生時の水産業の継続や早期再開のための漁港・漁村の防災機能の強化
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を図るため、次の事業を実施する。

ア 水産物の流通拠点となる漁港において、漁港施設の耐震化の推進を図る漁

港として、おおむね４０漁港を整備する。

イ 漁港漁場整備を推進することにより漁村の防災機能の強化を図る地区とし

て、おおむね４００地区を整備する。

２ 水産物の安定的な提供・国際化に対応できる力強い水産業づくりの推進

（１）実施の目標

水産物の生産から陸揚げ、流通･加工までの一貫した供給システムの構築に

当たり、生産コストの縮減や鮮度保持対策、衛生管理対策に重点的に取り組む

水産物の流通拠点となる漁港への重点化を図ることにより、輸出の促進や輸入

水産物に対する我が国水産物の国際競争力の強化と消費者に信頼される水産業

づくりの実現を図る。あわせて、水産物の安定的な提供に向けた漁港機能の適

切な保全のため、既存の漁港施設の計画的な補修・改修に努める。

また、水産業を核として、漁村や漁港が有する伝統・文化・景観や再生可能

エネルギーなどの魅力的な地域資源等を活用して新たな付加価値を生み出す６

次産業化の取組を推進するとともに、漁業集落排水施設や緑地・広場施設等の

整備との一体性を考慮した漁港漁場整備事業を推進することにより、漁村の生

活・労働環境と漁港・漁場の水域環境の改善を図る。

（２）目指す主な成果

水産物の流通拠点となる漁港で取り扱われる水産物のうち、漁港漁場整備事

業を通じた高度な衛生管理対策の下で出荷される水産物の割合を、２９％（平

成２１年度）からおおむね７０％に向上させる。

漁業活動に必要な漁港施設の機能を適切に保つことができるよう、漁港施設

の老朽化対策を計画的に実施することが可能な漁港の割合を、１１％（平成

２１年度）からおおむね１００％に向上させる。

漁港・漁場の水域環境の改善を図る中で、漁業集落排水処理を行うこととし

ている漁村の処理人口比率を、４９％(１７万人)（平成２１年度）からおおむ

ね６５％(おおむね２４万人)に向上させる。
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（注１ 「漁港施設の老朽化対策を計画的に実施することが可能な漁港」とは、今後１０年以）

内に耐用年数を迎える係留施設を有する漁港をいう。

（注２ 「漁業集落排水処理を行うこととしている漁村の処理人口比率」とは、汚水処理施設）

の整備に関する都道府県の構想における漁業集落排水施設の整備対象人口に対して同施

設を利用できる人口の割合をいう。

（３）事業量

水産物流通の構造改革を推進しつつ、水産物の安定供給体制を構築していく

ことを目的として、次の事業を実施する。

ア 水産物の流通拠点となる漁港にあっては、おおむね１００漁港で陸揚げ・

荷さばき時の漁獲物の衛生的な取扱いに対応した岸壁・荷さばき所等を整備

するとともに、水産物の流通拠点と一体となって中核的に生産活動等が行わ

れる地区については、おおむね２４０地区で、作業の安全性・効率性の向上

や水産物の保管機能の向上のための整備を実施する。

イ おおむね６００漁港で漁港施設の機能保全計画を策定する。

ウ おおむね２００地区で漁業集落排水処理施設を整備する。

（注 「漁港施設の機能保全計画」とは、漁港施設の老朽化対策として機能を保全するために）

必要な漁港施設の補修・改修を盛り込んだ計画をいう。

３ 豊かな生態系を目指した水産環境整備の推進

（１）実施の目標

資源管理等との連携を図りつつ、水産生物の生活史に配慮した漁場整備に努

めることにより、良好な生息環境空間の創出を図る。その際、水産生物の生息

場ネットワークの構築が図られるよう、地方公共団体間の広域的な連携やモニ

タリングの実施とその結果に応じた対策を推進する。また、効率的な漁業活動

に資するよう、周辺の漁港との一体的な漁場整備に配慮する。

（２）目指す主な成果
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水産生物の生活史に対応した良好な生息環境空間を創出するための漁場再生

及び新規漁場整備により、おおむね１１万トンの水産物を新たに提供する。

（３）事業量

我が国周辺水域において、水産資源の回復や生産力の向上を図るため、次の

事業を実施する。

ア 水産生物にとって良好な生息環境空間を創出するための計画に基づく整備

をおおむね２０海域で推進する。

イ おおむね６万ｈａの魚礁や増養殖場を整備する。

ウ おおむね２３万ｈａの漁場の効用回復に資する堆積物除去等を推進すると

ともに、おおむね５，５００ｈａの藻場・干潟の造成に相当する水産資源の

生育環境を新たに保全・創造する。

第３ 留意事項

事業の効率的かつ効果的な実施のため、以下の点に留意して事業を実施するも

のとする。

１ 施策連携の強化による効果を相乗的に高める取組の推進

（１）生産から陸揚げ、流通・加工、販売の各段階に至る水産関連施策との連携の

推進

（２）道路、河川、港湾、海岸等の整備事業を含む社会資本整備重点計画や廃棄物

処理施設整備計画など他の公共事業計画に位置付けられた事業との連携の推進

（３）東日本大震災の被災地における災害復旧事業等関連事業との連携の推進

２ 国と地方の役割に応じた取組の推進

３ 効率的かつ効果的な事業を実施するための施策の集中化・重点化の一層の推進

４ 既存ストックの有効活用

５ 循環型社会の構築に向けた取組の推進

６ 民間資金・能力の活用

７ 事業評価の厳正な運用と透明性の確保

８ 公共工事の品質確保とコスト縮減の適切な実施
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なお、本計画については、経済社会の動向、財政状況、各施策の進捗状況等を

、 、 、勘案しつつ 弾力的にその実施を図るとともに 漁港漁場整備法の規定に基づき

必要に応じ、その見直しを行うものとする。



参考資料３

水産政策審議会漁港漁場整備分科会

開催スケジュール（案）

年 月 項 目

平成28年７月22日 ○第１回

・漁港漁場整備基本方針の変更及び次期長期計画の策定につ

いての諮問

・現行計画の進捗状況

・現状の課題や今後の施策の方向等について検討

11月１日 ○第２回

・漁港漁場整備基本方針の変更の視点

・次期長期計画構成案等について検討

平成29年１月 ○第３回

・漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針の見直し（原案）

・次期長期計画骨子（案）の検討

２月 ○第４回

・漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針の見直し（原案）

の修正

・次期長期計画（原案）の検討

３月 ○第５回

・漁港漁場整備基本方針及び次期長期計画策定についての答

申

３月下旬 ○閣議決定

（水産基本計画と同日）





資料５

漁港施設としてみなされる施設の指定について














































